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(百万円未満切捨て)

１．2023年６月期第２四半期の連結業績（2022年７月１日～2022年12月31日）

（１）連結経営成績(累計) (％表示は、対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2023年６月期第２四半期 3,123 △13.0 △381 － △410 － △466 －

2022年６月期第２四半期 3,591 △20.6 144 △65.7 133 △67.7 78 △78.0
(注) 包括利益 2023年６月期第２四半期△474百万円( －％) 2022年６月期第２四半期 83百万円( △76.7％)
　

１株当たり
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
四半期純利益

円 銭 円 銭

2023年６月期第２四半期 △16.89 －

2022年６月期第２四半期 2.83 －
　

　

（２）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率

百万円 百万円 ％

2023年６月期第２四半期 10,986 6,037 55.0

2022年６月期 11,410 6,512 57.1
(参考) 自己資本 2023年６月期第２四半期 6,037百万円 2022年６月期 6,512百万円
　

２．配当の状況

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2022年６月期 － 0.00 － 0.00 0.00

2023年６月期 － 0.00

2023年６月期(予想) － － －

配当の状況に関する注記：
2023年６月期の期末配当は今後の業績見通し等を踏まえて判断することにしているため未定です。

３．2023年６月期の連結業績予想（2022年７月１日～2023年６月30日）

(％表示は、対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 6,000 △19.3 △700 － △750 － △850 － △30.76

(注) 直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 無
　

　　



※ 注記事項

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動 ： 無

(連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動)

新規 ―社（社名） 、除外 ―社（社名）
　

　

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 無
　

　

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無
　

（注）詳細は、添付資料Ｐ１０「四半期連結財務諸表に関する注記事項（会計方針の変更）」をご覧下さい。

（４）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 2023年６月期２Ｑ 27,666,900株 2022年６月期 27,666,900株

② 期末自己株式数 2023年６月期２Ｑ 35,515株 2022年６月期 35,486株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 2023年６月期２Ｑ 27,631,411株 2022年６月期２Ｑ 27,636,043株
　

　

※ 四半期決算短信は公認会計士又は監査法人の四半期レビューの対象外です
※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判
断する一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績
等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっ
ての注意事項等については、添付資料Ｐ３「連結業績予想などの将来予測情報に関する説明」をご覧下さい。
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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、国内においては新型コロナウイルス感染症「COVID-19」の拡

大に終息の兆しは見えつつあるものの、世界的には未だ大きな影響が残る地域があり、グローバルな経済活動に影

響を与えており、依然として経済状況につき予断の許さない状況が続いております。

このような状況の中、当社グループはバイオ関連業界において、血液や組織細胞などの検体から遺伝子(核酸)を

抽出するための自動化装置(DNA自動抽出装置)を中心として、遺伝子研究の現場に対し様々な自動化装置を事業展開

してまいりました。また、遺伝子の抽出技術に増幅・測定技術を組み合わせた全自動PCR検査システムを開発し、こ

れまでの研究開発分野に加えて病院や検査センターなどの臨床診断分野も対象として販売をしております。更に、

装置の使用に伴い消費される試薬(DNA抽出及びPCR検査用)や反応容器などのプラスチック消耗品の販売にも注力い

たしました。

これら製品は、世界的な販売網を有するバイオ関連業界の大手企業との契約によるOEM販売(相手先ブランドによ

る販売)を中心に、国内及び欧米子会社を通じた自社販売も含め、ワールドワイドに事業展開しております。

当第２四半期連結累計期間は、売上高は3,123百万円(前年同期比13.0％減)、売上総利益は874百万円(前年同期比

31.8％減)の結果となりました。自社ブランド製品である全自動PCR検査装置及びそれに付随する専用の試薬・消耗

品の販売は好調に推移したものの、主としてコロナ禍の終息の兆しに伴う影響により海外販売が減少したことと、

日本国内におけるPCR試薬(COVID-19検査用)の保険点数見直しの影響により、前年同期比減収減益となりました。

一方、費用面においては、研究開発費は製品応用開発費用の一巡もあり179百万円(前年同期比23.1％減)と減少し

ましたが人件費や販売関連費用の増加等により、販売費及び一般管理費は1,256百万円(前年同期比10.3％増)となり

ました。これらの結果、営業損失は△381百万円(前年同期の営業利益144百万円)となりました。

また、経常損失は△410百万円(前年同期の経常利益133百万円)となり、更に固定資産の減損などにより、親会社

株主に帰属する四半期純損失につきましては、△466百万円(前年同期の親会社株主に帰属する四半期純利益78百万

円)となりました。

売上構成は、次のとおりであります。

（構成別売上高）

前第２四半期
連結累計期間

当第２四半期
連結累計期間 対前年同期

増減率

(参考)
前連結会計年度

金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比

百万円 ％ 百万円 ％ ％ 百万円 ％

装置 1,462 40.7 1,268 40.6 △13.3 3,042 40.9

試薬・消耗品 1,631 45.4 1,432 45.9 △12.2 3,345 45.0

メンテナンス関連 352 9.8 181 5.8 △48.5 777 10.5

受託製造・受託検査 145 4.0 241 7.7 66.3 269 3.6

合計 3,591 100.0 3,123 100.0 △13.0 7,434 100.0

① 装置

当第２四半期連結累計期間は、売上高は1,268百万円(前年同期比13.3％減)となりました。詳細は以下の通りで

す。

(a) ラボ(研究室)自動化装置

従来より事業展開しているDNA自動抽出装置を中心としたラボ向けの各種自動化装置の販売に関する区分であ

ります。当第２四半期連結累計期間は、売上高は512百万円(前年同期比36.8％減)となりました。

(b) 臨床診断装置

当社の事業領域として、遺伝子を利用した臨床診断分野が拡大しています。従来の研究開発分野に加えて、

　



3

この分野の拡大に注力していきたいと考えています。

当第２四半期連結累計期間は、売上高は755百万円(前年同期比16.1％増)となりました。

② 試薬・消耗品

当区分は、当社装置の使用に伴い消費される、DNA抽出及びPCR検査用の試薬や反応容器などの専用プラスチッ

ク消耗品の区分であります。

当第２四半期連結累計期間は、売上高は1,432百万円(前年同期比12.2％減)となりました。

③ メンテナンス関連

当区分は、装置メンテナンスやスペアパーツ(交換部品)販売などの区分であります。主要なOEM先は、OEM先が

自社でメンテナンス対応しておりますが、スペアパーツは当社から購入する契約となっております。

当第２四半期連結累計期間は、売上高181百万円(前年同期比48.5％減)となりました。

④ 受託製造・受託検査

当区分は、子会社の製造工場であるエヌピーエス㈱が実施している、当社以外の外部からの受託製造事業及び

PSS新宿ラボラトリ―の受託検査の区分であります。

当第２四半期連結累計期間は、売上高は241百万円(前年同期比66.3％増)となりました。

（２）財政状態に関する説明

当第２四半期連結会計期間末の資産合計は10,986百万円となり、前連結会計年度末に比べて424百万円の減少とな

りました。主な要因としては、未収消費税等の減少により流動資産が247百万円減少、機械装置及び運搬具等の減少

により固定資産が176百万円減少いたしました。

負債合計は4,948百万円となり、前連結会計年度末に比べて50百万円の増加となりました。主な要因としては、短

期借入金等の流動負債が124百万円減少、長期借入金等の固定負債が174百万円増加いたしました。

純資産合計は6,037百万円となり、前連結会計年度末に比べて474百万円の減少となりました。

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

2023年６月期の連結業績予想に関しましては、2023年２月13日付けの「通期連結業績予想の修正に関するお知ら

せ」で発表のとおりであります。

2022年９月に発表した「事業計画及び成長可能性に関する説明資料」において、2025年６月期の数値目標を「売

上高10,000百万円、営業利益1,000百万円」としており、これを「目標とする経営指標」として掲げており、今後三

ヶ年(2025年６月期迄)に達成を目指す数値目標としております。

事業の理念として、「多様なバイオ分野にて高精度かつユーザーフレンドリーなオープンシステムを全世界に提

供して生体(バイオ)情報の有効活用を推進することにより社会に貢献する」ことを目指して、特に今回のコロナ禍

の経験を踏まえて、「いつでもどこでも誰でも、正確且つ迅速なPCR検査の実現」の事業指針に則った事業成長によ

る社会貢献を目指しており、中期事業計画に掲げる数値目標の実現に向けて「三つの強化ポイント」を踏まえた下

記⑤つの戦略的テーマ施策の実施を推進しています。

1,既存OEM製品に頼る体質からの脱却

　①OEM向け新製品上市と自社新技術製品上市対応による販売製品の拡充

　②全自動PCR診断装置専用PCR試薬調達の契約締結による検査項目の拡張

2,営業販売体制の基本的改革

　③全世界へのOEM向け販売実績を踏まえた自社ブランド製品の国内外販売網拡大

　④新宿ラボラトリ―開設と衛生検査所登録によるPCR検査受託事業開始

3,PSS大館試薬センター第２工場を中核としたサプライチェーンの有効活用

　⑤PSS大館試薬センター第２工場設立による遺伝子(核酸)抽出試薬カートリッジ量産体

これらのテーマを推進することにより「事業の成長による社会貢献を成し遂げること」を視野にいれた事業活動
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を推進してまいります。

また、直近の自社新技術開発と新製品上市、更に「COVID-19」への取り組みについは下記対応となっています。

「自社新技術開発」がんの診断・治療に関わる細胞の分離・解析全自動システム開発

　PSSは長年にわたり、生体内高分子であるタンパク質、抗体、核酸の分離・抽出技術（Magtration Technology）

を中核として、イムノアッセイや全自動PCR検査システム（geneLEAD等）、試薬の開発を行い、各種の製品を販売し

て参りました。さらに分子生物学の研究の発展に伴い、エクソソーム、糖鎖等を標的とした単離・精製とゲノム解

析システム開発にも鋭意取り組んで参りました。この度、iPS細胞を用いた様々な疾患の治療や、免疫機能のがん治

療への応用等、最先端の診断・治療法に関する臨床研究において世界をリードしている京都大学と2022年11月16日

に「がんの診断・治療に関わる細胞を血液中から高速・高精度で分離・解析する全自動システムの開発を目指す」

共同研究契約締結しました。本共同研究は、医療、臨床施設において、研究領域から診断（リキッドバイオプシ

ー）、さらには治療領域での幅広い利用を実現し、微妙で高度な技術が要求される細胞処理工程の迅速、正確な自

動化を目指すものです。

　免疫細胞やがん細胞、目的細胞及び生体分子を、研究、臨床の目的に合わせて合理的に取り出すことができれば、

それぞれの分野において、大きな成果が期待できます。

細胞や生体分子の持つ情報や機能を有効に活用する全自動システムの開発は次世代医療につながる道を拓いていけ

るものと期待しています。今後、本共同研究の進展があれば、速やかに報告いたします。

「自社新製品上市」geneLEADの高速化とmagLEADの高付加価値化

A)全自動PCR検査システム(geneLEAD)の高速化 : “Sprint” PCR Technology 全世界50ヶ国及び1,000台以上の医療

現場で販売実績がある当社の全自動PCR検査システム(geneLEAD)を高速化して新たな市場ニーズに対応するもので

す。技術利用用途としては、迅速かつ正確な陰性、陽性判定PCR検査が要求されるa)空港 出入国管理、b)コロナ等

の感染症スクリーニング検査を想定しています。

B)自動核酸抽出装置の高付加価値化(全自動PCRプレパレーション) :“magLEAD 24 Technology” 24検体同時核酸抽

出から世界標準である96マイクロプレートへのPCR試薬調製までの全自動化を目指したシステ ムであり、各研究、

検査室の所有する既存のサーマルサイクラーとの円滑な作業連携が行えます。OEMブランド製品 を含めて約４万台

以上の販売実績を持つ当社自動核酸抽出技術を高付加価値化した製品となります。

「新型コロナウイルス感染症「COVID-19」への取り組みについて」

当社はCOVID-19をはじめ重篤感染症の脅威から掛け替えのない人命や経済を守るためPCR検査体制の構築を目指

し、当社の技術を集積した核酸(DNA)抽出自動化装置(magLEADシリーズ)及び全自動PCR検査システム(geneLEADシリ

ーズ)とPCR試薬とを連携させたシステムを既に完成しています。特にgeneLEADシリーズは核酸抽出とリアルタイム

PCRの一貫全自動システムとして、ヨーロッパを中心にPCR検査を実施する世界の医療現場で導入されています。

日本国内においても、全自動PCR検査装置とPCR試薬(COVID-19検査用)が保険適用の対象製品となったことにより、

2020年８月より販売を開始した自社ブランドの全自動PCR検査装置は順調に日本の医療現場に導入されております。

そしてこのたび新たに「全自動PCR検査日本モデル」として、唾液プーリング検査、リオフィライズ(凍結乾燥試薬)

カートリッジ、バーコード検査管理を駆使した「ALL PCR Process in Single Room」によるスクリーニング、診断

一貫体制を提案しています。

これらの取り組み経緯を踏まえて、このたびモデルケースとして「PSS新宿ラボラトリー」（以下当ラボ）を開設

して、2021年10月に衛生検査所登録を完了しました。当ラボは医療機関・アカデミアと連携して、各種実施サンプ

ルを用いた遺伝子検査を行い、当社の自動化技術の有効性の評価及び機械化された施設の合理性確認を主目的とし

ておりますが、社会への貢献を果たすため、当ラボでは、2022年1月より、新型コロナウイルス感染症のPCR検査を

企業体から受託する事業を開始しております。

この度、当ラボは「発熱などの症状のない無症状の東京都民の方のうち、ワクチン接種を受けられない方や感染

不安を感じる方」を検査対象とした「東京都PCR等検査無料化事業者」として登録しました。これは現状のコロナ禍

における急速に拡大するオミクロン変異株の感染状況を鑑みて、「いつでもどこでも誰でも、正確且つ迅速なPCR検

査の実現」の事業指針に則るものです。当ラボにて全世界50ヶ国以上で1,000台以上、日本国内においても200台以

上の納入実績がある当社の全自動PCR検査装置(geneLEADシリーズ)を用いて医療現場同様の正確なPCR検査を実施し、

　



5

東京都民の皆様へ迅速に検査結果を通知いたします。その実績としては、クリニックや国立大学法人東京農工大学

と連携して、採取した検体のPCR検査を当ラボにて実施するだけではなく、当ラボ近隣に「新宿PCR検査センター」

を設立して検体の採取から回答まで短縮化によりスムーズに当社のPCR検査が受けられるよう対応しました。

更には、2022年1月に起こった新型コロナウイルス第６波の傾向を踏まえ、感染した場合に重症化リスクが高い高

齢者の感染防止を図るため、この度2022年6月より千葉県松戸市が制度を強化している「市内の高齢者施設等の従事

者を対象としたPCR検査事業」に検査機関として協力する運びとなりました。当社の検査施設で検体の回収からPCR

検査まで一貫して実施し、課題となっている陽性者の早期発見を行うことで、地元地域に貢献してまいります。そ

して、本事業実施に伴い、呼吸器疾患の医療機関「インターパーク倉持呼吸器内科」と提携し、正確かつ迅速なPCR

検査・診断を当ラボにて行います。

当社は当ラボを活かすことにより「COVID－19」の終息に向け、これら一連の検査対応による事業活動を通じて社

会貢献を目指していきます。
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２．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表

(単位：千円)

前連結会計年度
(2022年６月30日)

当第２四半期連結会計期間
(2022年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,763,500 2,811,791

受取手形、売掛金及び契約資産 1,692,624 1,623,679

商品及び製品 816,449 801,736

仕掛品 110,494 136,991

原材料及び貯蔵品 904,714 888,470

未収消費税等 499,834 118,890

その他 210,266 363,552

貸倒引当金 △7,990 △3,101

流動資産合計 6,989,894 6,742,011

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 2,166,716 2,120,241

機械装置及び運搬具（純額） 1,007,686 892,029

工具、器具及び備品（純額） 233,337 212,925

土地 229,938 229,938

リース資産（純額） 5,152 4,600

建設仮勘定 188,307 209,810

その他（純額） － 11,113

有形固定資産合計 3,831,138 3,680,659

無形固定資産

ソフトウエア 419,866 390,202

無形固定資産合計 419,866 390,202

投資その他の資産

投資有価証券 37,440 88,440

繰延税金資産 41,223 3,096

その他 90,788 81,696

投資その他の資産合計 169,451 173,233

固定資産合計 4,420,456 4,244,096

資産合計 11,410,350 10,986,107
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(単位：千円)

前連結会計年度
(2022年６月30日)

当第２四半期連結会計期間
(2022年12月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 404,730 371,892

短期借入金 1,100,000 800,000

1年内返済予定の長期借入金 247,398 399,430

未払法人税等 25,752 28,499

賞与引当金 63,355 52,505

その他 376,575 441,268

流動負債合計 2,217,812 2,093,596

固定負債

長期借入金 2,672,058 2,840,474

長期未払金 3,842 3,164

繰延税金負債 － 1,718

その他 4,452 9,395

固定負債合計 2,680,352 2,854,752

負債合計 4,898,165 4,948,348

純資産の部

株主資本

資本金 4,643,722 4,643,722

資本剰余金 1,154,184 1,154,184

利益剰余金 731,691 265,034

自己株式 △23,317 △23,317

株主資本合計 6,506,280 6,039,623

その他の包括利益累計額

為替換算調整勘定 5,904 △1,864

その他の包括利益累計額合計 5,904 △1,864

純資産合計 6,512,185 6,037,759

負債純資産合計 11,410,350 10,986,107
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

四半期連結損益計算書

第２四半期連結累計期間

(単位：千円)
前第２四半期連結累計期間

(自 2021年７月１日
　至 2021年12月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2022年７月１日
　至 2022年12月31日)

売上高 3,591,456 3,123,892

売上原価 2,307,906 2,249,047

売上総利益 1,283,549 874,844

販売費及び一般管理費 1,138,767 1,256,521

営業利益又は営業損失（△） 144,781 △381,676

営業外収益

受取利息 19 10

仕入割引 2,201 1,494

為替差益 7,508 －

補助金収入 500 －

その他 640 3,507

営業外収益合計 10,870 5,012

営業外費用

支払利息 18,301 20,582

為替差損 － 9,357

支払手数料 3,860 3,972

営業外費用合計 22,161 33,911

経常利益又は経常損失（△） 133,490 △410,576

特別利益

固定資産売却益 136 －

特別利益合計 136 －

特別損失

固定資産売却損 － 0

減損損失 － 10,612

固定資産除却損 2,103 189

特別損失合計 2,103 10,802

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

131,524 △421,379

法人税、住民税及び事業税 18,381 5,519

法人税等調整額 34,948 39,758

法人税等合計 53,329 45,277

四半期純利益又は四半期純損失（△） 78,194 △466,657

親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社株主
に帰属する四半期純損失（△）

78,194 △466,657
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四半期連結包括利益計算書

第２四半期連結累計期間

(単位：千円)
前第２四半期連結累計期間

(自 2021年７月１日
　至 2021年12月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2022年７月１日
　至 2022年12月31日)

四半期純利益又は四半期純損失（△） 78,194 △466,657

その他の包括利益

為替換算調整勘定 5,084 △7,769

その他の包括利益合計 5,084 △7,769

四半期包括利益 83,278 △474,426

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 83,278 △474,426
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（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書

(単位：千円)
前第２四半期連結累計期間

(自 2021年７月１日
　至 2021年12月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2022年７月１日
　至 2022年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四
半期純損失（△）

131,524 △421,379

減価償却費 247,440 305,945

引当金の増減額（△は減少） △11,693 △15,662

減損損失 － 10,612

受取利息及び受取配当金 △19 △10

仕入割引 △2,201 △1,494

支払利息 18,301 20,582

支払手数料 3,860 3,972

固定資産売却損益（△は益） △136 0

固定資産除却損 2,103 189

売上債権の増減額（△は増加） 590,367 68,105

棚卸資産の増減額（△は増加） △308,027 △17,438

仕入債務の増減額（△は減少） △344,327 △32,332

その他 376,467 229,265

小計 703,657 150,357

利息及び配当金の受取額 19 10

仕入割引の受取額 2,201 1,494

利息の支払額 △18,921 △20,974

支払手数料の支払額 △3,860 △3,972

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △84,796 13,741

営業活動によるキャッシュ・フロー 598,301 140,657

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △20,000 △20,000

定期預金の払戻による収入 20,000 20,000

有形固定資産の取得による支出 △888,589 △98,346

有形固定資産の売却による収入 136 －

無形固定資産の取得による支出 △87,367 △17,822

保険積立金の積立による支出 △450 △495

その他 － 470

投資活動によるキャッシュ・フロー △976,271 △116,194

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △1,500,000 △300,000

長期借入れによる収入 814,000 500,000

長期借入金の返済による支出 △97,890 △179,552

リース債務の返済による支出 △583 －

自己株式の取得による支出 △99,969 －

配当金の支払額 △138,334 －

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,022,776 20,448

現金及び現金同等物に係る換算差額 4,816 3,380

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,395,931 48,291

現金及び現金同等物の期首残高 4,019,002 2,743,500

現金及び現金同等物の四半期末残高 2,623,071 2,791,791
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（４）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用）

該当事項はありません。

（会計方針の変更）

　 （時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用）

「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号 2021年６月17日。以下「時価

算定会計基準適用指針」という。）を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準適用指針

第27－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を将来にわ

たって適用することとしております。これによる四半期連結財務諸表への影響はありません。

（追加情報）

（グループ通算制度を適用する場合の会計処理及び開示に関する取扱いの適用）

当社及び一部の国内連結子会社は、第１四半期連結会計期間から、連結納税制度からグループ通算制度へ移

行しております。これに伴い、法人税及び地方法人税並びに税効果会計の会計処理及び開示については、「グ

ループ通算制度を適用する場合の会計処理及び開示に関する取扱い」（実務対応報告第42号 2021年８月12

日。以下「実務対応報告第42号」という。）に従っております。また、実務対応報告第42号第32項(1)に基づ

き、実務対応報告第42号の適用に伴う会計方針の変更による影響はないものとみなしております。

（セグメント情報等）

当社グループは、自動化システムインテグレーションサービス事業の単一セグメントであるため、記載を省

略しております。

（重要な後発事象）

当社におきまして、2022年12月中旬から2023年1月中旬にかけて、海外輸入品に関する資金支払い手続きに対

し、悪意ある第三者による虚偽の指示に基づき資金を流出させる事態が発生いたしました。当社は、資金流出

後にまもなく、指示が虚偽であることに気付き、犯罪に巻き込まれた可能性が高いと判断し、弁護士を含めた

対策チームを編成のうえ、捜査機関に対して被害の届け出を行いました。被害が拡大しないよう社内で必要な

再発防止策を取った上で捜査には全面的に協力するとともに、流出した資金の保全・回収手続きに全力を尽く

しております。

現時点で確認されている最大損失見込額は約55百万円であり、回収可能額を含めた最終的な損失見込額は現

時点で確定しておりません。

なお、本事案に伴い発生する損失につきましては、当連結会計年度において特別損失として計上する見込み

です。
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３．その他

該当事項はありません。

　


